
令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 最終的な調整結果 

 

管理番号 119 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活保護ケースワーカーの要件「社会福祉主事」資格の緩和 

 

提案団体 

埼玉県、茨城県、群馬県、川越市、川口市、行田市、秩父市、本庄市、東松山市、狭山市、羽生市、鴻巣市、上

尾市、越谷市、戸田市、入間市、朝霞市、和光市、北本市、ふじみ野市、白岡市、千葉県、長野県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

指定科目の読替え範囲を拡大するなど、指定科目の履修について弾力的に対応できるよう、生活保護業務に

従事するケースワーカーの任用資格の要件を緩和すること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

生活保護業務に従事するケースワーカーは、社会福祉主事でなければならない。 

社会福祉主事に任用するには、大学等で「厚生労働大臣の指定する科目」を３科目以上修める必要がある。 

この指定科目名と大学等の科目名は原則一言一句同じでなければならないとされている。 

指定科目と読替えの範囲に該当する科目についても指定されているが、これについても一言一句同じであるこ

とが求められている。 

【支障事例】 

指定科目の認定があまりに厳格である。 

例えば、指定科目「法学」については、「法学」以外でもその読替えの範囲として「法律学」「基礎法学」「法律入

門」が認められるが、実質的に講義内容が同等の「法学（憲法を含む）」や「法学の基礎」は認められない。 

そのため、実質的には任用に必要とされる知識を有しているにもかかわらず、社会福祉主事として任用できない

例があり、ケースワーカー担当職員の確保に困難が生じている状況にある。 

また、資格を有していない職員は、１年程度の通信課程を受講して資格を取得する必要があるが、通常業務が

多忙な中での受講は多大な負担であるとの意見が複数の自治体から挙がっている。 

【制度改正の必要性】 

高齢化等により、被保護世帯が増加し続けていることから、より多くの適性のある職員をケースワーカーとして

従事させる必要がある。 

※ 県被保護者世帯数 平成 19 年度：37,554 世帯 平成 29 年度：73,870 世帯 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

「社会福祉主事」を発令できる職員が増え、ケースワーカー担当職員の確保に繋がる。 

また、社会福祉への熱意がある、就労支援や健康管理支援などの業務経験を持つ職員が生活保護業務に配

属され、被保護者の自立助長に繋がる。 

 

根拠法令等 

社会福祉法第 15 条、第 19 条第１項 



社会福祉法施行規則第１条の２など 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、桶川市、千葉市、三鷹市、川崎市、岐阜市、八尾市、南あわじ市、大和高田市、香川県、高松市、熊本

市、宮崎市 

 

○人員不足から、臨時職員のケースワーカーをハローワークを通じて募集しているが、指定科目が厳格なため

実質的には任用に必要な知識を有しているにも関わらず社会福祉主事ととして任用できないケースがありケー

スワーカーの人員確保に支障をきたしている。また、資格を有しない職員が異動してきた場合、１年程度の通信

教育及び関東での研修が実施されているが、通常業務が多忙な中での受講や遠方での研修は時間的にも費

用面でも過大な負担となり業務に支障を与えている。指定科目の読み替えを拡充するなどケースワーカーの任

用資格の要件を緩和することで、不足するケースワーカーの人員確保に繋がると考える。 

○本市における福祉事務所の職員配置については、一般事務の職員のうち、大学等で指定科目３科目を修了

した社会福祉主事資格を有する職員を選び、おおよそ５年程度を目途に配置してきているが、ケースワーカーの

指定科目の認定が厳格であることなどから、毎回の人事異動の際に難しい状況が生じている。また、無資格の

職員を配置後、社会福祉主事認定通信課程を受講することについては現状行っていないが、通常業務が繁忙

であり、かつ自宅学習を求める必要があることから、現実的には難しいと考える。 

○本市においても科目名が一致しないために、実質的に講義内容が同等である科目が認められない事例など、

多数同様の事例が散見される。そのうえ、指定科目を学校独自の名称で開講したいという要望があった場合、

学校から厚生労働省へ申請し、条件を満たしているものについては指定科目として認められる制度がある。この

個別の承認を受けているか否かについては、卒業した学校に確認することになっており、複数のケースワーカー

が学校へ個別に問い合わせを行ったことがあるが、学校側から的確な回答は得られなかった。最終的には、学

校側から、各自で厚生労働省に問い合わせるように回答される事例が複数見受けられた。 

○福祉行政に対して熱意があるにもかかわらず、履修科目を満たしていなかったためケースワーカーとして任

用していなかった者を積極的に任用できるようになり、ケースワーカー不足解消の一助となるため。 

○提案内容と同じ支障事例あり。資格を保有しない職員が現業員として配置された場合、通信課程を受講する

ことで、主事資格を取得するようにしているが、配置初年度は、業務自体を習得していかなければならず、それ

に加えて通信課程を受講することは、当該職員の負担が大きい。 

○日々のケースワークをこなし、通信課程による受講は負担となるため要件とする必要はないと判断し、資格の

緩和を求める。 

○社会福祉主事の資格を有しても、適切な判断と知識はケースワーカーに実際従事し、現場で培われます。そ

して、社会福祉への熱意がなければ、ケースへ伝える言葉に心がなく、被保護者の自立助長へと繋ぐことはでき

ません。通信課程に費やす時間と労力で、早々に疲弊します。そこで、現行制度の緩和を求めます。 

 

各府省からの第１次回答 

社会福祉主事任用資格に係る指定科目については、現在、社会福祉士養成課程の教育内容等と併せて見直し

の検討を行っているところである。具体的には、科目の読替え範囲等について柔軟な取扱いが可能となるよう、

年内を目途に通知改正を行う。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

本県の意向に沿った回答であり、感謝する。 

科目名は大学が主体的に決めており、学校独自の名称で開講する例も多く見られる。例えば「特殊講義」に関す

る科目なども読替えできるよう、幅広に認めていただきたい。 

また、年内を目途に通知改正を行うとのことだが、令和２年４月１日付の各地方自治体における定期人事異動に

向けて、できるだけ早期に通知を発出していただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【千葉市】 

実質的には任用に必要とされる知識を有している者を、社会福祉主事として任用することでケースワーカーの人

員確保に有益と考える。 

【三鷹市】 



読み替え範囲等の柔軟な取扱だけではなく、通信課程による資格取得の場合にケースワーカーの経験があれ

ば一定の免除がされるなど、働きながら取得しやすい資格としてほしい。 

【岐阜市】 

貴省で、読み替え範囲等の柔軟な取り扱いを定めるにあたっては、指定科目名及び読み替えの範囲に該当す

る科目名の数を増やすという取り扱いのみならず、シラバス等で確認するなどして、実質的に講義内容が同等と

考えられる場合には、指定科目として認定可能な取り扱いとしていただくよう、要望する。 

また、資格を有していない職員にとって、通常業務が多忙の中で、１年程度の通信教育及び遠方での研修（前

泊を含めると５泊６日）は、時間的にも費用面でも過大な負担である。 

貴省にて、現在、社会福祉士養成課程の教育内容について見直しの検討を行っているとのことであるが、あわ

せて社会福祉主事資格認定通信課程の学習内容についても、受講者の負担軽減につながるよう、緩和を求め

る。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

各府省からの第２次回答 

社会福祉主事任用資格に係る指定科目については、現在、社会福祉士養成課程の教育内容等と併せて見直し

の検討、通知等改正作業を行っているところである。 

具体的には、科目の読替え範囲等に係る通知について、新たな科目名称の追加を行うとともに、通知に掲げる

科目名称と完全一致しない場合であっても、指定科目と同等の教育内容が含まれていれば、その名称にかかわ

らず、指定科目への読替えを可能とする内容の通知改正を年内に行う予定である。 

 

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針（令和元年 12 月 23 日閣議決定）記載内容 

５【厚生労働省】 

（19）社会福祉法（昭 26 法 45） 

（ⅰ）社会福祉主事任用資格に係る指定科目については、令和元年度中に通知を改正し、指定科目の科目名称

と完全に一致しない場合であっても、同等の教育内容が含まれていれば、当該指定科目として取り扱うこととす

る。 


